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市債を使わない場合 学校

建設時の市民のみが負担

市債を使う場合

将来の市民も公平に建設費用を負担
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【未来をひらく　にぎわいとやすらぎのコミュニティ都市】
　私たちの「ふるさと大野城」は、このまちに関わる全ての
人に支えられ、コミュニティ都市として発展してきました。
　これまでの地域と行政がともに進めてきたコミュニティ
によるまちづくりにさらに磨きをかけ、先人たちが築いて
きたコミュニティ都市を次の世代につなぎます。

平成31年度
大野城市当初予算
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市債現在高の推移

財政調整基金　年度間の財源の不均衡を調整するための貯金です。
具体的には、経済不況などにより大幅に税収が減少したときや災
害の発生などで思わぬ支出が必要になったときに役立てるもので
す。

減債基金　市債の償還を計画的に行うための貯金です。具体的に
は、市債の償還額が増加し、他の経費を圧迫するようになったと
きに償還財源とするためのものです。
公共施設整備基金　公共施設の計画的な整備や維持補修などを行
うための貯金です。具体的には、将来の公共施設の老朽化に伴う
改修などに備え、支出の平準化を図るための財源とするものです。

用
語
解
説

市の借金がいくらあるかを市債現在高と
いい、平成29年度末で215億6,805万円
あります。
市民の皆さんが利用する公共施設の整備
がピークを過ぎたため、平成18年度から減
少しています。
国が地方交付税として配るお金が足りな

い分を、市が代わりに借り入れる臨時財政
対策債の発行額は、今後も増加傾向で推移
すると見込まれます。

基金現在高の推移
市の貯金がいくらあるかを基金現在高と

いい、平成29年度末で160億4,762万円
あります。
平成29年度は、大野城心のふるさと館の
建設などに財政調整基金を活用したため、
平成28年度末に比べ基金現在高が4,806
万円減少しました。
平成29年度末で、公共施設整備基金は
62億1,360万円、財政調整基金は51億
7,207万円、減債基金は15億793万円です。

心のふるさと館企画展事業
写真:心のふるさと館特別展

大野北保育所建替事業（平成32（2020）年度開所予定）

総合福祉センター改修工事助成事業
写真:総合福祉センター

西鉄天神大牟田線連続立体交差事業（平成33（2021）年度完成予定）
写真:下大利駅完成イメージ　※駅舎及び駅前広場のデザインは、現時
点でのイメージであり、実際とは異なる場合があります。

地方自治体は、将来にわたって長期的に使われ
る道路や学校などの公共施設を整備するための財
源に、地方債（大野城市は市債）を活用します。
これは、つくる年の市民が全額負担するのでは
なく、公共施設を使うすべての世代で、公平に負担
してもらうという役割があるからです。
しかし、借金という将来の負担を残すことになり
ますから、借金の金額は、現在の財政状況、将来の
財政見通しから決めなければなりません。

公共施設をつくるのになぜ借金するの？

平成29年度 99億4,613万円 215億6,805万円

平成28年度 97億6,010万円 215億8,646万円

平成27年度 100億246万円 222億7,316万円

平成26年度 98億3,664万円 224億964万円

平成25年度 90億9,206万円 230億4,970万円

平成29年度 51億7,207万円 62億1,360万円
15億793万円

160億4,762万円160億4,762万円

平成28年度 56億480万円 57億9,043万円
19億2,421万円

160億9,568万円160億9,568万円

平成27年度 56億1,015万円 53億3,316万円
23億3,747万円

160億5,065万円160億5,065万円

平成26年度 55億7,723万円 51億6,551万円
25億8,943万円

161億163万円161億163万円

平成25年度 54億729万円 45億3,948万円
31億6,677万円

158億7,738万円158億7,738万円

財政調整基金 公共施設整備基金 減債基金 その他

臨時財政対策債
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平成31年度当初予算について

平成31年度の一般会計及び５つの特別会計､２つの企業会計を合計した当初予算
総額は、573億７千216万６千円で、前年度と比べて0.8％、４億７千713万４千円の減と
なっております。
このうち一般会計は、355億８千900万円で、前年度と比べて５億１千400万円の増と
なり、過去最大の予算規模となりました。
平成31年度は「新たな時代の10年の大計」である「第６次大野城市総合計画」がス

タートする年です。「未来をひらく　にぎわいとやすらぎのコミュニティ都市」という新たな
スローガンを掲げ、「地域と行政の共働による魅力輝くまちづくり」「未来を担う子どもたち
が心豊かに育つまちづくり」「誰もが自分らしくすこやかに生活できるまちづくり」「都市と

自然が共生した安全で安心なまちづくり」という４つの政策を実現するための取り組みを強く推進してまいります。
本年度におきましては、本市の今後の成長に向けて必要となる“未来のため”の取り組みと、市民の皆様が住み良

さを実感できる“暮らしを守る”取り組みの２つに重点を置き、市職員一丸となって市政運営に取り組んでまいります。
市民の皆様からお預かりした貴重な税金を無駄にすることなく、次世代に負担や責任を先送りにしない「選択と
集中」、「先手・先取の対応」を基本とした戦略的な財政運営に引き続き努めてまいります。
このパンフレットは、大野城市の平成31年度当初予算を市民の皆様に分かりやすく紹介するために作成したも
のです。明日の大野城市を一緒に考えていくために、市政に対する理解を深める一助として活用していただけれ
ば幸いです。

各会計の予算総括

歳　入

（単位：千円、 ％）

① 一般会計
② 国民健康保険特別会計 
③ 介護保険特別会計（保険事業勘定） 
④ 介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 
⑤ 後期高齢者医療特別会計 
⑥ 公共用地先行取得事業特別会計 
⑦ 土地区画整理清算金特別会計

⑧ 水道事業会計
 

⑨ 下水道事業会計 

35,589,000
8,166,582
5,514,063
21,779

1,314,531
1

218
50,606,174
2,198,740
2,113,044
224,167
1,064,573
2,333,142
2,056,930
974,095
1,531,445
57,372,166

35,075,000
8,634,177
5,850,187
21,309

1,276,525
1

218
50,857,417
2,171,975
2,140,822
267,850
996,749
2,294,291
2,050,904
978,032
1,803,408
57,849,300

514,000
△ 467,595
△ 336,124

470
38,006

0
0

△ 251,243
26,765

△ 27,778
△ 43,683
67,824
38,851
6,026

△ 3,937
△ 271,963
△ 477,134

1.5
△ 5.4
△ 5.7
2.2
3.0
0.0
0.0

△ 0.5
1.2

△ 1.3
△ 16.3

6.8
1.7
0.3

△ 0.4
△ 15.1
△ 0.8

会　　　　計　　　　区　　　　分

小　　　　　計　　　　（Ａ）

収益的
収　支

資本的
収　支

収益的
収　支

資本的
収　支

収入
（Ｂ）支出
収入

（Ｂ）支出
収入

（Ｃ）支出
収入

（Ｃ）支出
全会計合計　（Ａ） + （Ｂ） + （Ｃ）

平成31年度予算額 平成30年度予算額 増　減　額 増減率

予算　１年間の収入（歳入）と支出（歳出）の計画です。予算を
見れば、市民の皆さんが納める税金などが、どのような事業にい
くら使われるのかが分かります。
歳入・歳出　会計年度（４月から翌年３月までの期間）内の収
入・支出のことです。
一般会計　福祉や教育、道路整備など、行政の基本的な事業の会
計（予算の中心）です。

特別会計　国民健康保険や介護保険のように特定の収入で、特定
の事業を行う場合などに設ける会計です。大野城市には現在５会
計（国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療、公共用地先行取
得事業、土地区画整理清算金）があります。
企業会計　民間企業のように、利用料金などの収益で運営してい
る会計です。大野城市は現在２会計（水道事業、下水道事業）が
あります。

用
語
解
説

市税　市に納める税金のことです。大野城市では現在５税目（市
民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、都市計画税）があ
ります。
国県支出金　特定の事業に対して、国や県から使い道を指定して
交付されるお金です。
地方交付税　地方公共団体間の財源の不均衡を調整することに
よって、どの地域に住む人にも一定の行政サービスが受けられる
よう、国税の一定割合の額を、国が地方公共団体に交付する交付
金です。
繰入金　基金（貯金）や他会計からの収入のことです。

市債　道路・学校などの建設のための財源として活用するために、
国や銀行などから資金を借り入れる長期の借入金のことです。た
だし、国が地方交付税として配るお金が足りない分を、市が代わ
りに借り入れる借入金（臨時財政対策債）が、特例としてありま
す（臨時財政対策債の返済金は、全額後年度に地方交付税で補て
んされます）。
自主財源　市が自らの権能に基づいて自主的に収入できる財源の
ことです。歳入総額に占める自主財源の比率が高いほど自主的な
財政運営ができるといえます。
依存財源　国や県などから配分される財源のことです。

用
語
解
説

【歳入の概要】
市税は、個人市民税において納税義務者の増加などに
よる増収や、固定資産税において新築住宅の増加などに
よる増収が見込まれるため、前年度と比べて約３億６千
万円の増となっています。
国県支出金は、子どものための教育・保育給付費や福
岡県地域密着型施設等整備補助金、教育施設等騒音防止
事業補助金などが増加するものの、子ども・子育て支援
整備交付金や学校施設整備費補助金などの減少により、
前年度と比べて約１億１千万円の減となっています。
繰入金は、減債基金繰入金などが減少するものの、財
政調整基金繰入金や公共施設整備基金繰入金などの増加
により、前年度と比べて約６億６千万円の増となってい
ます。
市債は、街路事業債などが増加するものの、史跡買上
事業債や臨時財政対策債などの減少により、前年度と比
べて約６億４千万円の減となっています。
歳入の構成は、自主財源が約195億1,351万円で54. 7％、
依存財源が約160億7,549万円で45.3％となっています。

平成31年度
355億8,900万円

平成30年度
350億7,500万円

依存財源 自主財源

市税
繰入金
分担金及び負担金
諸収入
その他

国県支出金
市債
地方交付税
譲与税及び交付金
その他

195億1,351万円
（54.7％）

22億
9,765万円
（6.3％）

21億
7,197万円
（6.2％）

その他

24億
758万円
（6.9％）

22億
2,930万円
（6.3％）

譲与税及び
交付金

24億
7,100万円
（6.9％）

31億
1,550万円
（8.9％）

市　債

27億
6,700万円
（7.8％）

28億
2,800万円
（8.1％）

地方交付税

35億
5,842万円
（10.0％）

28億
9,365万円
（8.2％）

繰入金

84億
2,990万円
（23.7％）

85億
3,999万円
（24.4％）

国県支出金

136億
5,745万円
（38.4％）

132億
9,659万円
（37.9％）

市　税

160億7,549万円
（45.3％）



1 2

平成31年度当初予算について

平成31年度の一般会計及び５つの特別会計､２つの企業会計を合計した当初予算
総額は、573億７千216万６千円で、前年度と比べて0.8％、４億７千713万４千円の減と
なっております。
このうち一般会計は、355億８千900万円で、前年度と比べて５億１千400万円の増と
なり、過去最大の予算規模となりました。
平成31年度は「新たな時代の10年の大計」である「第６次大野城市総合計画」がス

タートする年です。「未来をひらく　にぎわいとやすらぎのコミュニティ都市」という新たな
スローガンを掲げ、「地域と行政の共働による魅力輝くまちづくり」「未来を担う子どもたち
が心豊かに育つまちづくり」「誰もが自分らしくすこやかに生活できるまちづくり」「都市と

自然が共生した安全で安心なまちづくり」という４つの政策を実現するための取り組みを強く推進してまいります。
本年度におきましては、本市の今後の成長に向けて必要となる“未来のため”の取り組みと、市民の皆様が住み良

さを実感できる“暮らしを守る”取り組みの２つに重点を置き、市職員一丸となって市政運営に取り組んでまいります。
市民の皆様からお預かりした貴重な税金を無駄にすることなく、次世代に負担や責任を先送りにしない「選択と
集中」、「先手・先取の対応」を基本とした戦略的な財政運営に引き続き努めてまいります。
このパンフレットは、大野城市の平成31年度当初予算を市民の皆様に分かりやすく紹介するために作成したも
のです。明日の大野城市を一緒に考えていくために、市政に対する理解を深める一助として活用していただけれ
ば幸いです。

各会計の予算総括

歳　入

（単位：千円、 ％）

① 一般会計
② 国民健康保険特別会計 
③ 介護保険特別会計（保険事業勘定） 
④ 介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 
⑤ 後期高齢者医療特別会計 
⑥ 公共用地先行取得事業特別会計 
⑦ 土地区画整理清算金特別会計

⑧ 水道事業会計
 

⑨ 下水道事業会計 

35,589,000
8,166,582
5,514,063
21,779

1,314,531
1

218
50,606,174
2,198,740
2,113,044
224,167
1,064,573
2,333,142
2,056,930
974,095
1,531,445
57,372,166

35,075,000
8,634,177
5,850,187
21,309

1,276,525
1

218
50,857,417
2,171,975
2,140,822
267,850
996,749
2,294,291
2,050,904
978,032
1,803,408
57,849,300

514,000
△ 467,595
△ 336,124

470
38,006

0
0

△ 251,243
26,765

△ 27,778
△ 43,683
67,824
38,851
6,026

△ 3,937
△ 271,963
△ 477,134

1.5
△ 5.4
△ 5.7
2.2
3.0
0.0
0.0

△ 0.5
1.2

△ 1.3
△ 16.3

6.8
1.7
0.3

△ 0.4
△ 15.1
△ 0.8

会　　　　計　　　　区　　　　分

小　　　　　計　　　　（Ａ）

収益的
収　支

資本的
収　支

収益的
収　支

資本的
収　支

収入
（Ｂ）支出
収入

（Ｂ）支出
収入

（Ｃ）支出
収入

（Ｃ）支出
全会計合計　（Ａ） + （Ｂ） + （Ｃ）

平成31年度予算額 平成30年度予算額 増　減　額 増減率

予算　１年間の収入（歳入）と支出（歳出）の計画です。予算を
見れば、市民の皆さんが納める税金などが、どのような事業にい
くら使われるのかが分かります。
歳入・歳出　会計年度（４月から翌年３月までの期間）内の収
入・支出のことです。
一般会計　福祉や教育、道路整備など、行政の基本的な事業の会
計（予算の中心）です。

特別会計　国民健康保険や介護保険のように特定の収入で、特定
の事業を行う場合などに設ける会計です。大野城市には現在５会
計（国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療、公共用地先行取
得事業、土地区画整理清算金）があります。
企業会計　民間企業のように、利用料金などの収益で運営してい
る会計です。大野城市は現在２会計（水道事業、下水道事業）が
あります。

用
語
解
説

市税　市に納める税金のことです。大野城市では現在５税目（市
民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、都市計画税）があ
ります。
国県支出金　特定の事業に対して、国や県から使い道を指定して
交付されるお金です。
地方交付税　地方公共団体間の財源の不均衡を調整することに
よって、どの地域に住む人にも一定の行政サービスが受けられる
よう、国税の一定割合の額を、国が地方公共団体に交付する交付
金です。
繰入金　基金（貯金）や他会計からの収入のことです。

市債　道路・学校などの建設のための財源として活用するために、
国や銀行などから資金を借り入れる長期の借入金のことです。た
だし、国が地方交付税として配るお金が足りない分を、市が代わ
りに借り入れる借入金（臨時財政対策債）が、特例としてありま
す（臨時財政対策債の返済金は、全額後年度に地方交付税で補て
んされます）。
自主財源　市が自らの権能に基づいて自主的に収入できる財源の
ことです。歳入総額に占める自主財源の比率が高いほど自主的な
財政運営ができるといえます。
依存財源　国や県などから配分される財源のことです。

用
語
解
説

【歳入の概要】
市税は、個人市民税において納税義務者の増加などに
よる増収や、固定資産税において新築住宅の増加などに
よる増収が見込まれるため、前年度と比べて約３億６千
万円の増となっています。
国県支出金は、子どものための教育・保育給付費や福
岡県地域密着型施設等整備補助金、教育施設等騒音防止
事業補助金などが増加するものの、子ども・子育て支援
整備交付金や学校施設整備費補助金などの減少により、
前年度と比べて約１億１千万円の減となっています。
繰入金は、減債基金繰入金などが減少するものの、財
政調整基金繰入金や公共施設整備基金繰入金などの増加
により、前年度と比べて約６億６千万円の増となってい
ます。
市債は、街路事業債などが増加するものの、史跡買上
事業債や臨時財政対策債などの減少により、前年度と比
べて約６億４千万円の減となっています。
歳入の構成は、自主財源が約195億1,351万円で54. 7％、
依存財源が約160億7,549万円で45.3％となっています。

平成31年度
355億8,900万円

平成30年度
350億7,500万円

依存財源 自主財源

市税
繰入金
分担金及び負担金
諸収入
その他

国県支出金
市債
地方交付税
譲与税及び交付金
その他

195億1,351万円
（54.7％）

22億
9,765万円
（6.3％）

21億
7,197万円
（6.2％）

その他

24億
758万円
（6.9％）

22億
2,930万円
（6.3％）

譲与税及び
交付金

24億
7,100万円
（6.9％）

31億
1,550万円
（8.9％）

市　債

27億
6,700万円
（7.8％）

28億
2,800万円
（8.1％）

地方交付税

35億
5,842万円
（10.0％）

28億
9,365万円
（8.2％）

繰入金

84億
2,990万円
（23.7％）

85億
3,999万円
（24.4％）

国県支出金

136億
5,745万円
（38.4％）

132億
9,659万円
（37.9％）

市　税

160億7,549万円
（45.3％）
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歳出（性質別）歳出（目的別）

目的別分類　予算の款、項の区分を基準とし、市の経費を行政の
目的（議会費、総務費など）で分類するものです。
民生費　市民の皆さんの一定水準の生活と安定した社会生活を保
障するために必要な経費です。
総務費　全般的な管理事務、企画調整事務、財政・財務管理に要
する経費や他の区分に分類できない経費です。
教育費　学校教育、生涯学習、スポーツの振興などのために要す
る経費です。文化財の保存、活用に要する経費も含まれます。

土木費　道路、街路、区画整理や公園の整備などに要する経費で
す。下水道事業会計への支出も含まれます。
公債費　過去の借入金の返済（元金・利子）に要する経費です。
衛生費　市民の皆さんの健康で衛生的な生活環境を保持するため
の経費です。

用
語
解
説

性質別分類　予算の節の区分を基準とし、市の経費を性質（人件
費、扶助費など）で分類するものです。
扶助費　児童手当、生活保護、保育所の運営、医療費の援助など、
市民の皆さんを支え助ける費用です。
補助費等　一部事務組合への負担金や各種団体に対する補助金な
ど、行政上の目的で交付する費用です。大野城太宰府環境施設組
合、春日大野城衛生施設組合（不燃ごみ処理、し尿処理）、筑慈
苑施設組合（火葬場）、福岡都市圏南部環境事業組合（可燃ごみ処
理）、春日・大野城・那珂川消防組合への負担金などが含まれてい
ます。

普通建設事業費　道路、学校、庁舎等公共用または公用施設の新
設や大規模な改修などの建設事業に要する費用です。
物件費　人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の地方公共
団体が支出する消費的経費（支出の効果が単年度または極めて短
期間で終わる経費）の総称です。具体的には、賃金、旅費、交際
費、需用費（消耗品費など）、役務費（通信運搬費など）、委託料
などがあります。
人件費　市の職員の給与や退職金などの費用です。
公債費　過去の借入金の返済（元金、利子）に要する費用です。
繰出金　一般会計から他会計に支出される費用です。

用
語
解
説

【歳出（性質別）の概要】
扶助費は、子どものための教育・保育給付費（施
設型給付費）や児童扶養手当扶助費などの増加によ
り、前年度と比べて約３億８千万円の増となってい
ます。
補助費等は、地域密着型サービス拠点等施設整
備費補助金や公民館等指定管理者交付金などの増
加により、前年度と比べて約８千万円の増となっ
ています。
物件費は、留守家庭児童保育所運営業務委託料や
小中学校教育用コンピュータ等機器購入費、ふるさ
と納税推進業務委託料などの増加により、前年度と
比べて約５億５千万円の増となっています。
普通建設事業費は、大野北保育所建替事業やまど
かぴあ施設整備事業などの事業費が増加するものの、
小学校校舎等大規模改造費や史跡買上事業などが減
少することにより、前年度と比べて約２億６千万円
の減となっています。
公債費は、償還額のピークが過ぎたことなどによ
り、前年度と比べて約４千万円の減となっています。
繰出金は、後期高齢者医療特別会計への繰出金が
増加するものの、国民健康保険特別会計、介護保険
特別会計などへの繰出金が減少することにより、前
年度と比べて約２億４千万円の減となっています。

その他

繰出金

公債費

人件費

普通建設
事業費

物件費

補助費等

扶助費

【歳出（目的別）の概要】
民生費は、私立保育所助成費や生活保護扶助費な
どが減少するものの、市立保育所事務費や子ども・
子育て支援給付費、障がい者（児）対策費などの増
加により、前年度と比べて約５億９千万円の増と
なっています。
総務費は、コミュニティセンター施設整備費など
が減少するものの、庁舎維持管理費や公民館等施設
整備費などの増加により、前年度と比べて約８億２
千万円の増となっています。
教育費は、小中学校教育推進費などが増加するも
のの、小学校校舎等大規模改造費や文化財保護啓発
費、史跡（水城跡・牛頸須恵器窯跡等）買上費の減
少により、前年度と比べて約８億７千万円の減と
なっています。
土木費は、連続立体交差事業費や舗装新設改良費
などが増加するものの、下水道事業負担金等や都市
政策推進費、バス交通推進費などの減少により、前
年度と比べて約１億円の減となっています。
公債費は、起債償還計画に沿って計上しており、
前年度と比べて約４千万円の減となっています。
衛生費は、水道事業負担金や分別収集費などが減
少するものの、福岡都市圏南部中間処理施設及び最
終処分場関係費や自然環境保護費などの増加により、
前年度と比べて約１億６千万円の増となっています。

その他

衛生費

公債費

土木費

教育費

総務費

民生費

平成31年度
355億8,900万円

平成30年度
350億7,500万円

20億
4,180万円
（5.7％）

9億
7,770万円
（2.8％）

22億
8,392万円
（6.5％）

8億
7,289万円
（2.5％）

29億
6,212万円
（8.3％）

30億
698万円
（8.6％）

39億
3,996万円
（11.1％）

39億
8,492万円
（11.4％）

45億
1,192万円
（12.7％） 47億

7,582万円
（13.6％）

53億
3,488万円
（15.0％）

47億
8,963万円
（13.6％）

57億
346万円
（16.0％）

56億
2,331万円
（16.0％）

101億
1,716万円
（28.4％）

97億
3,753万円
（27.8％）

平成31年度
355億8,900万円

平成30年度
350億7,500万円

21億
8,187万円
（6.2％）

22億
2,752万円
（6.3％）

25億
8,094万円
（7.2％）

24億
2,295万円
（6.9％）

29億
6,212万円
（8.3％）

30億
698万円
（8.6％）

31億
300万円
（8.7％）

31億
9,993万円
（9.1％）

37億
2,816万円
（10.5％） 45億

9,751万円
（13.1％）

57億
2,155万円
（16.1％） 48億

9,817万円
（14.0％）

153億
1,136万円
（43.0％）

147億
2,194万円
（42.0％）
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歳出（性質別）歳出（目的別）

目的別分類　予算の款、項の区分を基準とし、市の経費を行政の
目的（議会費、総務費など）で分類するものです。
民生費　市民の皆さんの一定水準の生活と安定した社会生活を保
障するために必要な経費です。
総務費　全般的な管理事務、企画調整事務、財政・財務管理に要
する経費や他の区分に分類できない経費です。
教育費　学校教育、生涯学習、スポーツの振興などのために要す
る経費です。文化財の保存、活用に要する経費も含まれます。

土木費　道路、街路、区画整理や公園の整備などに要する経費で
す。下水道事業会計への支出も含まれます。
公債費　過去の借入金の返済（元金・利子）に要する経費です。
衛生費　市民の皆さんの健康で衛生的な生活環境を保持するため
の経費です。

用
語
解
説

性質別分類　予算の節の区分を基準とし、市の経費を性質（人件
費、扶助費など）で分類するものです。
扶助費　児童手当、生活保護、保育所の運営、医療費の援助など、
市民の皆さんを支え助ける費用です。
補助費等　一部事務組合への負担金や各種団体に対する補助金な
ど、行政上の目的で交付する費用です。大野城太宰府環境施設組
合、春日大野城衛生施設組合（不燃ごみ処理、し尿処理）、筑慈
苑施設組合（火葬場）、福岡都市圏南部環境事業組合（可燃ごみ処
理）、春日・大野城・那珂川消防組合への負担金などが含まれてい
ます。

普通建設事業費　道路、学校、庁舎等公共用または公用施設の新
設や大規模な改修などの建設事業に要する費用です。
物件費　人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の地方公共
団体が支出する消費的経費（支出の効果が単年度または極めて短
期間で終わる経費）の総称です。具体的には、賃金、旅費、交際
費、需用費（消耗品費など）、役務費（通信運搬費など）、委託料
などがあります。
人件費　市の職員の給与や退職金などの費用です。
公債費　過去の借入金の返済（元金、利子）に要する費用です。
繰出金　一般会計から他会計に支出される費用です。

用
語
解
説

【歳出（性質別）の概要】
扶助費は、子どものための教育・保育給付費（施
設型給付費）や児童扶養手当扶助費などの増加によ
り、前年度と比べて約３億８千万円の増となってい
ます。
補助費等は、地域密着型サービス拠点等施設整
備費補助金や公民館等指定管理者交付金などの増
加により、前年度と比べて約８千万円の増となっ
ています。
物件費は、留守家庭児童保育所運営業務委託料や
小中学校教育用コンピュータ等機器購入費、ふるさ
と納税推進業務委託料などの増加により、前年度と
比べて約５億５千万円の増となっています。
普通建設事業費は、大野北保育所建替事業やまど
かぴあ施設整備事業などの事業費が増加するものの、
小学校校舎等大規模改造費や史跡買上事業などが減
少することにより、前年度と比べて約２億６千万円
の減となっています。
公債費は、償還額のピークが過ぎたことなどによ
り、前年度と比べて約４千万円の減となっています。
繰出金は、後期高齢者医療特別会計への繰出金が
増加するものの、国民健康保険特別会計、介護保険
特別会計などへの繰出金が減少することにより、前
年度と比べて約２億４千万円の減となっています。

その他

繰出金

公債費

人件費

普通建設
事業費

物件費

補助費等

扶助費

【歳出（目的別）の概要】
民生費は、私立保育所助成費や生活保護扶助費な
どが減少するものの、市立保育所事務費や子ども・
子育て支援給付費、障がい者（児）対策費などの増
加により、前年度と比べて約５億９千万円の増と
なっています。
総務費は、コミュニティセンター施設整備費など
が減少するものの、庁舎維持管理費や公民館等施設
整備費などの増加により、前年度と比べて約８億２
千万円の増となっています。
教育費は、小中学校教育推進費などが増加するも
のの、小学校校舎等大規模改造費や文化財保護啓発
費、史跡（水城跡・牛頸須恵器窯跡等）買上費の減
少により、前年度と比べて約８億７千万円の減と
なっています。
土木費は、連続立体交差事業費や舗装新設改良費
などが増加するものの、下水道事業負担金等や都市
政策推進費、バス交通推進費などの減少により、前
年度と比べて約１億円の減となっています。
公債費は、起債償還計画に沿って計上しており、
前年度と比べて約４千万円の減となっています。
衛生費は、水道事業負担金や分別収集費などが減
少するものの、福岡都市圏南部中間処理施設及び最
終処分場関係費や自然環境保護費などの増加により、
前年度と比べて約１億６千万円の増となっています。

その他

衛生費

公債費

土木費

教育費

総務費

民生費

平成31年度
355億8,900万円

平成30年度
350億7,500万円

20億
4,180万円
（5.7％）

9億
7,770万円
（2.8％）

22億
8,392万円
（6.5％）

8億
7,289万円
（2.5％）

29億
6,212万円
（8.3％）

30億
698万円
（8.6％）

39億
3,996万円
（11.1％）

39億
8,492万円
（11.4％）

45億
1,192万円
（12.7％） 47億

7,582万円
（13.6％）

53億
3,488万円
（15.0％）

47億
8,963万円
（13.6％）

57億
346万円
（16.0％）

56億
2,331万円
（16.0％）

101億
1,716万円
（28.4％）

97億
3,753万円
（27.8％）

平成31年度
355億8,900万円

平成30年度
350億7,500万円

21億
8,187万円
（6.2％）

22億
2,752万円
（6.3％）

25億
8,094万円
（7.2％）

24億
2,295万円
（6.9％）

29億
6,212万円
（8.3％）

30億
698万円
（8.6％）

31億
300万円
（8.7％）

31億
9,993万円
（9.1％）

37億
2,816万円
（10.5％） 45億

9,751万円
（13.1％）

57億
2,155万円
（16.1％） 48億

9,817万円
（14.0％）

153億
1,136万円
（43.0％）

147億
2,194万円
（42.0％）
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貴重な文化的資料に身近に触れる機会を提供
するとともに、多様な興味関心のニーズに応え、
市内外からの来館者に大野城市の魅力を発信
するため、心のふるさと館で企画展を行います。

心のふるさと館企画展事業

第6次総合計画政策01　地域づくり・自治体経営第6次総合計画政策01　地域づくり・自治体経営

地域と行政の共働による
　　　　　　　魅力輝く　まちづくり
地域と行政の共働による
　　　　　　　魅力輝く　まちづくり

6,451万円
老朽化に伴う移動図書館車両「わくわく号」の買
い替えに合わせて、今よりも車載冊数が多い車
両にリニューアルします。

まどかぴあ移動図書館更新事業

2,204万円

市民や市内企業などに対して、男女共同参画や
女性活躍などについての意識高揚を図るため、
各コミュニティセンターで男女共同参画をテー
マとした講座を開催します。

コミュニティ別男女共同参画講座
運営事業

38万円
新 規

新 規

新 規

市民活動の拠点となる公民館のハード面での
サービスの質を確保するため、山田公民館と雑
餉隈町公民館の大規模改修や、下筒井公民館
の移転新築工事を行います。

公民館等施設整備事業

3億6,779万円

市民公益活動の見える化や活動への参加促進、
活性化、活動団体間の相互連携を図るために設
置した「市民公益活動促進プラットホーム」の適
正かつ円滑な管理運営を行います。

市民公益活動促進プラットホーム
運営事業

2,344万円
人口減少時代を迎え、都市間競争が今後一層激
化していく中、今後も限られた行政資源を活か
しながら、定住促進の好循環を創出するため、
多くの人から「選ばれるまち」を目指すシティプ
ロモーション戦略を策定します。

（仮称）シティプロモーション戦略
策定事業

77万円

建築から40年以上が経過したことや、送迎時の
前面道路の混雑解消が難しいことなどの課題を
解決するとともに、待機児童の解消に向けて定
員拡充を図るため、平成32（2020）年４月の
開所に向け、移転・建替工事などを行います。

大野北保育所建替事業

第6次総合計画政策02　子育て・教育第6次総合計画政策02　子育て・教育

未来を担う子どもたちが
　　　　　心豊かに育つ　まちづくり
未来を担う子どもたちが
　　　　　心豊かに育つ　まちづくり

4億8,304万円
新 規

睡眠中の乳幼児突然死症候群（ＳＩＤＳ）などの
事故の防止を図り、児童や保育士にとって、より
安全で安心な保育環境を整備するため、０歳
児を対象とした午睡チェック器具などを市内の
保育施設に導入するための補助などを行います。

保育施設事故防止推進事業

475万円

妊娠期から子育て期にわたり切れ目のない支援
を実施し、妊娠や出産、子育てなどに対する保
護者の不安や負担を軽減することにより、児童
虐待を予防するため、「子育て世代包括支援セ
ンター」を設置します。

子育て世代包括支援センター
設置事業

395万円
新 規

小中学校の児童生徒にとって最適な学期制につ
いて調査研究を行うため、学期制審議会を設置
し、広く意見を求めながら最適な学期制につい
て検討を行います。

子どもに最適な学期制検討事業

88万円

コンピュータの基本的操作や情報モラルなど情
報活用能力の育成のため、各小中学校にタブ
レット機器などを整備し、質が高く深い学びがで
きる情報教育を推進します。

小中学校教育用コンピュータ
整備事業

2億9,038万円
ランドセルクラブ（登録した児童が放課後に学
校の中で宿題や体験活動などを行う）を実施
中の６校に加え、新たに４校（大野・大野南・大
城・御笠の森小学校）で開設し、市内全小学校
で実施します。

ＰＴＣＡ活動推進事業補助金
（ランドセルクラブ事業）

7,143万円
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福祉活動の拠点である総合福祉センターの利
便性の向上を図るため、センターを運営してい
る社会福祉協議会に建物の改修工事（トイレ、
出入口スロープ改修など）にかかる費用を助成
します。

総合福祉センター改修工事
助成事業

第6次総合計画政策03　健康長寿・福祉第6次総合計画政策03　健康長寿・福祉

誰もが自分らしく
　すこやかに生活できる　まちづくり
誰もが自分らしく
　すこやかに生活できる　まちづくり

2,760万円
新 規 新 規

障がい者福祉施設である障がい者支援セン
ターの収容能力と機能性向上を図るため、入浴
施設の整備や活動スペースの増設などを行いま
す。

障がい者支援センター
大規模改修事業

1,681万円

生活習慣病の予防や健康増進のために、市民の
健康づくりに対するポイント制度を設けることで、
健康づくり活動のきっかけとし、また継続的な活
動を応援します。

健康づくりインセンティブ
（健康ポイント）事業

437万円
新 規

子どもたちの健康を守るとともに、子育て世代
の経済的負担の軽減を図るため、小学６年生ま
でを対象に通院医療費の助成を行っていますが、
本年10月から助成対象を中学３年生までに拡
大します。

子ども医療費助成事業

3億9,755万円
拡 大

高齢者の増加に伴い、地域でサービスを提供す
る施設を更に充実させるため、公募により選定
された事業者に対し、施設整備費用などを補助
します。

地域密着型サービス拠点等施設
整備事業

1億7,069万円
市内４地区に設置した地区地域包括支援セン
ターにおいて、高齢者に関する相談からケアプ
ラン作成まで、地域に身近な場所で総合的に対
応できる体制を整え、高齢者福祉の更なる充実
を図ります。

地区地域包括支援センター
運営事業

1億319万円

西鉄天神大牟田線の春日原駅から下大利駅ま
での鉄道高架化事業（平成33（2021）年度
完成予定）を推進し、交通渋滞の緩和による市
内の東西交通の円滑化と分断されている市街
地の一体的な形成や再整備を図ります。

西鉄天神大牟田線連続立体交差事業

第6次総合計画政策04　都市環境・安全安心第6次総合計画政策04　都市環境・安全安心

都市と自然が共生した
　　　　　安全で安心な　まちづくり
都市と自然が共生した
　　　　　安全で安心な　まちづくり

6億6,355万円
災害時に市民を円滑に避難場所へ誘導し、災害
による被害の軽減を図るため、誰にでもわかり
やすく視認性の高い避難所サインを整備します。

避難所サイン整備事業

841万円

懇親会などで開始30分間と終了までの10分間
は席につき食事を楽しむ運動を推進し、飲食店
での食べ残しなどの食品ロス削減を図り、ごみ
の減量に結び付けるための啓発活動を行います。

食べきり3010（さんまる・いちまる）
運動事業

270万円
駅周辺の防災面の強化や安全で快適な歩行空
間の確保、更には中心市街地の特徴あるまちづ
くりのため、都市計画道路「白木原下大利線」の
無電柱化の推進に向けた調査を行います。

無電柱化推進事業

100万円
新 規

空き家の発生予防、利活用を促進し、安全で安
心な住環境と景観を守るため、空き家の実態調
査を実施し、その調査結果を活用しながら空き
家バンクの構築に向けた準備を行います。

空き家対策推進事業

1,256万円

新 規

地域の自主防災組織などの地域防災の担い手
となる人材や市職員を育成し、地域防災力と組
織的な災害対応能力の向上を目指すものです。
自主防災組織や消防団員などに対して養成講
座を実施し、防災士の育成を行います。

防災人材育成事業

208万円

新 規
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②
牛
頸
須
恵
器
窯
跡

　
保
存
整
備
事
業

①
下
大
利
南
ヶ
丘
線
外
３
線

⑥
下
大
利
歩
行
者
専
用
道
路

★

★

★

★
★

★ ★

★

★

★

九
州
自
動
車
道

総
合
公
園

大
野
城
市
役
所

す
こ
や
か
交
流
プ
ラ
ザ

ま
ど
か
ぴ
あ

北
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー

　
　
　
　
●

●

●

東
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー

中
央
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー

Ｊ
Ｒ
水
城
駅

南
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー

牛
頸
川

牛
頸
ダ
ム

★
街
路・
道
路
整
備
事
業（
市
事
業
）

地
図
番
号

事
業
名

平
成
31
年
度

予
算
額

下
大
利
南
ヶ
丘
線
外
３
線
整
備
事
業

乙
金
大
池
線
整
備
事
業

中
川
久
保
線
整
備
事
業

白
木
原
下
大
利
線
整
備
事
業

筒
井
小
倉
線
整
備
事
業

下
大
利
歩
行
者
専
用
道
路
整
備
事
業

錦
町
23
05
号
線
道
路
整
備
事
業

66
0万
円

1億
4,
32
0万
円

1億
4,
60
0万
円

50
0万
円

60
0万
円

4,
70
0万
円

4,
00
0万
円

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ★
公
園
整
備
事
業

地
図
番
号

事
業
名

平
成
31
年
度

予
算
額

乙
金
公
園
再
整
備
事
業

1,
30
0万
円

① ★
小
中
学
校
施
設
整
備
事
業

地
図
番
号

事
業
名

平
成
31
年
度

予
算
額

大
利
中
学
校
プ
ー
ル
施
設
改
修
事
業

御
陵
中
学
校
屋
内
運
動
場
改
修
事
業

大
野
中
学
校
屋
内
運
動
場
改
修
事
業

大
城
小
学
校
校
舎
大
規
模
改
造
事
業

月
の
浦
小
学
校
校
舎
大
規
模
改
造
事
業

下
大
利
小
学
校
校
舎
大
規
模
改
造
事
業

御
陵
中
学
校
空
調
機
能
回
復
事
業

大
利
小
学
校
屋
外
グ
ラ
ウ
ン
ド
改
修
事
業

1,
22
7万
円

2,
03
3万
円

79
9万
円

1億
9,
52
6万
円

2億
7,
11
0万
円

1億
7,
99
1万
円

1億
2,
86
0万
円

3,
83
1万
円

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ★
そ
の
他
の
事
業

地
図
番
号

事
業
名

平
成
31
年
度

予
算
額

大
野
北
保
育
所
建
替
事
業

牛
頸
須
恵
器
窯
跡
保
存
整
備
事
業

4億
8,
30
4万
円

23
0万
円

① ②

（
参
考
）県
事
業
に
伴
う
負
担
金
等

地
図
番
号

事
業
名

平
成
31
年
度

予
算
額

西
鉄
天
神
大
牟
田
線

連
続
立
体
交
差
事
業（
春
日
原
～
下
大
利
）
6億
6,
35
5万
円

●
●

● 心
の
ふ
る
さ
と
館

●

●

●

平
成
３１
年
度
の
主
な
建
設
事
業
な
ど
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11

市債を使わない場合 学校

建設時の市民のみが負担

市債を使う場合

将来の市民も公平に建設費用を負担

市民
負担

市民
負担

市民
負担

市民
負担 市民

負担
市民
負担

【未来をひらく　にぎわいとやすらぎのコミュニティ都市】
　私たちの「ふるさと大野城」は、このまちに関わる全ての
人に支えられ、コミュニティ都市として発展してきました。
　これまでの地域と行政がともに進めてきたコミュニティ
によるまちづくりにさらに磨きをかけ、先人たちが築いて
きたコミュニティ都市を次の世代につなぎます。

平成31年度
大野城市当初予算

ダイジェスト
未来をひらく  にぎわいとやすらぎの

コミュニティ都市

大野城市役所　総務部
財政課　財政担当
ＴＥＬ：092（580）1821
E-mail：zaisei@city.onojo.fukuoka.jp

大野城市PRキャラクター

市債現在高の推移

財政調整基金　年度間の財源の不均衡を調整するための貯金です。
具体的には、経済不況などにより大幅に税収が減少したときや災
害の発生などで思わぬ支出が必要になったときに役立てるもので
す。

減債基金　市債の償還を計画的に行うための貯金です。具体的に
は、市債の償還額が増加し、他の経費を圧迫するようになったと
きに償還財源とするためのものです。
公共施設整備基金　公共施設の計画的な整備や維持補修などを行
うための貯金です。具体的には、将来の公共施設の老朽化に伴う
改修などに備え、支出の平準化を図るための財源とするものです。

用
語
解
説

市の借金がいくらあるかを市債現在高と
いい、平成29年度末で215億6,805万円
あります。
市民の皆さんが利用する公共施設の整備
がピークを過ぎたため、平成18年度から減
少しています。
国が地方交付税として配るお金が足りな

い分を、市が代わりに借り入れる臨時財政
対策債の発行額は、今後も増加傾向で推移
すると見込まれます。

基金現在高の推移
市の貯金がいくらあるかを基金現在高と

いい、平成29年度末で160億4,762万円
あります。
平成29年度は、大野城心のふるさと館の
建設などに財政調整基金を活用したため、
平成28年度末に比べ基金現在高が4,806
万円減少しました。
平成29年度末で、公共施設整備基金は
62億1,360万円、財政調整基金は51億
7,207万円、減債基金は15億793万円です。

心のふるさと館企画展事業
写真:心のふるさと館特別展

大野北保育所建替事業（平成32（2020）年度開所予定）

総合福祉センター改修工事助成事業
写真:総合福祉センター

西鉄天神大牟田線連続立体交差事業（平成33（2021）年度完成予定）
写真:下大利駅完成イメージ　※駅舎及び駅前広場のデザインは、現時
点でのイメージであり、実際とは異なる場合があります。

地方自治体は、将来にわたって長期的に使われ
る道路や学校などの公共施設を整備するための財
源に、地方債（大野城市は市債）を活用します。
これは、つくる年の市民が全額負担するのでは
なく、公共施設を使うすべての世代で、公平に負担
してもらうという役割があるからです。
しかし、借金という将来の負担を残すことになり
ますから、借金の金額は、現在の財政状況、将来の
財政見通しから決めなければなりません。

公共施設をつくるのになぜ借金するの？

平成29年度 99億4,613万円 215億6,805万円

平成28年度 97億6,010万円 215億8,646万円

平成27年度 100億246万円 222億7,316万円

平成26年度 98億3,664万円 224億964万円

平成25年度 90億9,206万円 230億4,970万円

平成29年度 51億7,207万円 62億1,360万円
15億793万円

160億4,762万円160億4,762万円

平成28年度 56億480万円 57億9,043万円
19億2,421万円

160億9,568万円160億9,568万円

平成27年度 56億1,015万円 53億3,316万円
23億3,747万円

160億5,065万円160億5,065万円

平成26年度 55億7,723万円 51億6,551万円
25億8,943万円

161億163万円161億163万円

平成25年度 54億729万円 45億3,948万円
31億6,677万円

158億7,738万円158億7,738万円

財政調整基金 公共施設整備基金 減債基金 その他

臨時財政対策債


